
 2020年 3月 

 コージェネ財団 

再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会中間取りまとめ案に対する意見提出結果 

 

提出した意見 意見に対する回答とそれに対する受け止めと今後の対応 

再エネの FIT制度からの自立へ向けての提案（DRの活用推進） 

該当箇所 P.4競争電源に係る制度の在り方 

 

【意見】 

下８行目の文章を以下の通り変更する。 

「現行 FIT 制度における市場取引の免除については、再エネ発電事業者が蓄電池の活用

等により売電収益を向上するインセンティブやインバランス発生を抑制するインセンティブを

享受することを妨げ、それにより、蓄電池ビジネスやアグリゲーション・ビジネスの活性化、

自家発やコージェネの出力制御を通じた DR の活用推進、再エネ予測精度の向上や適切な

出力調整の実施といった再エネ発電事業の高度化及び電力システム全体の最適化の機会

を阻害していることを踏まえると、見直しが必要である。」 

 ※「自家発やコージェネの出力制御を通じた DRの活用推進、」を追記した。 

 

【理由】 

今後限界費用ゼロの再生可能エネルギー電源が大量導入される一方、卸売電力価格が下

落し火力発電などの収益性が低下することにより、小売電気事業者、発電事業者のインバ

ランス対応を含む系統の需給調整力が減少していくことが予想される。このような中、あら

ゆる電源リソース、需要リソースを活用し、系統の安定化を図っていく必要がある。例えば、

第 10 回 エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス検討会 資料７（P8）においては、

逆潮流アグリゲーション・ビジネスに対するリソースとして地冷用コージェネ、工場コージェ

ネ、家庭用燃料電池等が挙げられており、蓄電池と並んで、自家発やコージェネを非 FIT 再

エネ事業者の再エネ出力変動対策として活用することを積極的に推進すべきと考える。 

 

 

 

【回答】 

御指摘をふまえ、ディマンドレスポンスの活用促進について、追記させて

いただきます。 

⇒「コジェネ等の制御を通じたディマンドレスポンスの活用推進」が追記

された。 



提出した意見 意見に対する回答とそれに対する受け止めと今後の対応 

該当箇所 P.7（3）再エネ事業者による市場取引の在り方 kWh価値について 

 

【意見】 

4行目の文章を以下の通り変更する。 

 

（変更前）卸電力取引市場の最小取引単位の水準や、アグリゲーション・ビジネス等の活性

化の状況等を見極めながら、FIP制度の対象とする電源種・規模等を決定する。 

 

（変更後)卸電力取引市場の最小取引単位の水準の引き下げや、アグリゲーション・ビジネ

ス等の活性化等のための環境整備を進める中で FIP 制度の対象とする電源種・規模等を

決定する。 

 

【理由】 

（P6.下から 6行目）「一方 FIP電気を相対取引するインセンティブは低い可能性もあり、発電

予測支援ビジネスやアグリゲーション・ビジネスの活性化のための環境整備を進めることも

重要である」との記載があり、国は状況を見極めるのではなく率先してアグリゲーション・ビ

ジネス等の活性化を推進し、その中でルールを示す対応が必要と考える。 

 

【回答】 

アグリゲーション・ビジネスの活性化について、御指摘の趣旨は、同じく

（3）再エネ事業者による市場取引の在り方 kWh価値についてにおいて、

「発電予測支援ビジネスやアグリゲーション・ビジネスの活性化のための

環境整備を進めることも重要である。」と記載させていただいておりま

す。 

→既に同様に記載があるので、指摘箇所での変更はしない。 

 

なお、卸電力取引市場での取引量の単位については、事業者のニーズ

に加え、細分化することによる処理コスト面の観点も含めて総合的な判

断が必要になることから、広く市場参加者の声を伺いながら、卸電力取

引所とも連携しながら検討していきます。 

→取引量の単位については、今後も市場参加者や卸電力取引所と連携

の上、決定する。 

 

【受け止めと今後の対応】 

取引量単位の検討経緯については、引き続き委員会の動向を注視し、

最小取引単位水準の引き下げへの働きかけを引き続き継続する。 

 

 

 

 

 

 

 



提出した意見 意見に対する回答とそれに対する受け止めと今後の対応 

（該当箇所）P7 (3)再エネ発電事業者による市場取引の在り方インバランスについて 

 

【意見】 

以下の文言を追加する。 

「更には、アグリゲーション・ビジネス側の環境整備として、現行制度ではアグリゲーターと契

約した工場等が上げ DR を提供するため自家発停止及び抑制分を系統電力に切り替えた

場合、契約電力（常時）増加により契約基本料金が増加してしまうなどの障害があり、これ

に伴う基本料金の負担を軽減するような手当を検討する必要がある。」 

 

【理由】 

本中間まとめ案の「（３）再エネ発電事業者による市場取引の在り方 kWh価値について」（P6

～）では、「再エネの市場統合を進めていくためには、再エネ発電事業者が自ら kWh 価値の

市場取引を行うべき」であり、そのためには、「発電予測支援ビジネスやアグリゲーション・ビ

ジネスの活性化のための環境整備を進めることも重要である」としており、賛同の意を表し

たい。ついては、その実現を確実なものとするため、次の通り提案したい。本中間まとめ案

は全般に再エネ事業者のあり方について焦点を当てているが、再エネ事業者自身が出力

調整するというよりも他の事業者との連携や契約により、自らの出力変動に対応することを

求めている。その意味では、実際に再エネ出力変動に対応するのはアグリゲーターや DR

事業者であり、出力変動に実際に対応する事業者側の環境整備も重要である。例えば、第

24 回 省エネルギー・新エネルギー分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科

会電力・ガス基本政策小委員会系統ワーキンググループ資料２「再生可能エネルギー出力

制御の高度化に向けた対応について」において、上げ DR の実施に向けた改善すべき点と

して、「現行制度では自家発停止及び抑制分を系統電力に切り替えた場合、契約電力（常

時）増加により契約基本料金が増加する。そのため、これに伴う基本料金の負担を軽減す

るような手当を検討することなどが考えられる」（P14）としており、委員会間の連携を図るとと

もに、アグリゲーション・ビジネスの環境整備をお願いするものである。 

 

 

【回答】 

これまでの再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会におけ

る議論の内容をふまえ、本中間取りまとめには、アグリゲーション・ビジ

ネスの環境整備の具体策を追加することはいたしませんが、いただいた

御意見も踏まえつつ、委員会間の連携を図るとともに、アグリゲーショ

ン・ビジネスの活性化のための環境整備を進めていきたいと考えます。 

→中間とりまとめには環境整備の具体策は記載しないが、意見を踏まえ

つつ今後具体策を検討していく。 

 

【受け止めと今後の対応】 

・アグリゲーション・ビジネス推進のための環境整備については、特に上

げ DR に関する具体策に関して委員会の動向を注視し、引き続き働きか

けを継続する。 



提出した意見 意見に対する回答とそれに対する受け止めと今後の対応 

該当箇所）P7 (3)再エネ発電事業者による市場取引の在り方環境価値について 

 

【意見】 

以下の文言を追加する。 

「更には、上げ DR を実施することで再エネ出力増加に対する需給調整機能を果たすととも

に、再エネの出力制御を防止し再エネを最大限導入することに寄与した事業者に対し、上げ

DR により生じた再エネ環境価値をインセンティブとする等の仕組みを導入することも重要で

ある。これにより、インバランスを抑制する事業の活性化や非化石価値市場の活性化にも

貢献していくことができる。 

 

【理由】 

本中間まとめ案の「（３）再エネ発電事業者による市場取引の在り方 kWh価値について」（P6

～）では、「再エネの市場統合を進めていくためには、再エネ発電事業者が自ら kWh 価値の

市場取引を行うべき」であり、そのためには、「発電予測支援ビジネスやアグリゲーション・ビ

ジネスの活性化のための環境整備を進めることも重要である」としており、賛同の意を表し

たい。ついては、その実現を確実なものとするため、次の通り提案したい。アグリゲーション・

ビジネスの価値は、kWh 価値に留まるものではなく、インバランス調整価値、環境価値も有

している。その価値が正当に評価されビジネスとして成立するためには、それぞれの価値に

応じた評価と環境整備がなされるべきである。例えば、第 24回省エネルギー・新エネルギー

分科会 新エネルギー小委員会／電力・ガス事業分科会電力・ガス基本政策小委員会系統

ワーキンググループ資料２「再生可能エネルギー出力制御の高度化に向けた対応につい

て」において、「上げ DR に協力する需要家にもメリットが生まれる仕組み等が必要」（P7）で

あり、「上げ DR により生じた再エネの環境価値を上げ DR のインセンティブとしたい」（P12、

P15）との意見が取り上げられており、委員会間の連携を図るとともに、アグリゲーション・ビ

ジネスの環境価値についての環境整備をお願いするものである。 

 

 

 

【回答】 

これまでの再生可能エネルギー主力電源化制度改革小委員会におけ

る議論の内容をふまえ、本中間取りまとめには、上げ DR に係る具体策

を追加しませんが、いただいた御意見も踏まえつつ、委員会間の連携を

図るとともに、アグリゲーション・ビジネスの活性化のための環境整備を

進めていきたいと考えます。 

→中間とりまとめには環境整備の具体策は記載しないが、意見を踏まえ

つつ今後具体策を検討していく。 

 

【受け止めと今後の対応】 

・アグリゲーション・ビジネス推進のための環境整備については、特に上

げ DR に関する具体策に関して委員会の動向を注視し、引き続き働きか

けを継続する。 



提出した意見 意見に対する回答とそれに対する受け止めと今後の対応 

自家消費型の要件の考え方についての提案 

該当箇所 P.9（１）地域アウトプットの考え方自家消費型の要件について 

 

【意見】 

7 行目の文章を下記の通り変更する「『自家消費』については、同一の需要地内において電

気を使用する類型に加え、同一の需要地内に限らずとも、自己託送や自営線により同一の

需要地外へ電気を供給する類型など、事実上自家消費を行っている事業を認めることも検

討すべきである。」※「自己託送や」を追記した。 

 

【理由】 

自家消費の要件については「自営線により同一の需要地外へ電気を供給する類型など、」

とあるが、自営線だけではなく、自己託送による「系統線を活用した」方式もある。自己託送

は同時同量の下に運用されるため、事業者は需給バランスにも配慮しており、系統安定化

には有効な取組みである。さらに再エネ普及拡大のためには自家消費を促す仕組みを幅広

く優遇することは有効であると考えるため。 

 

 

 

【回答】 

「自家消費」については、同一の需要地内において電気を使用する類型

に加え、同一の需要地内に限らずとも、自営線により同一の需要外に電

気を供給する類型など、事実上自家消費を行っている事業も含めること

が必要と考えており、この考え方を踏まえて、具体的な制度設計を行っ

ていきます。 

ただし、小規模事業用太陽光発電（10-50kW）などの低圧設備が、自己

託送制度を活用しつつ、その残余の電気を特定契約の相手方である電

気事業者に供給するためには、制度上の整理が必要となるものと認識

しています。 

→表記に変更なし。ただし、低圧における（家庭用におけるPV余剰電力

を活用した P2P 事業などを念頭に）自己託送制度について、制度上の

整理が必要との認識。 

 

【受け止めと今後の対応】 

低圧における自己託送制度の整理に関して動向を注視し、意見を提出

していく。 

 

  



2020年 3月 

 コージェネ財団 

持続可能な電力システム構築小委員会中間取りまとめ案に対する意見提出結果 

提出した意見 意見に対する回答とそれに対する受け止めと今後の対応 

【意見】 

P17下９行目の文章を以下の通り変更されたい。 

「規制の範囲については、一般送配電事業者、特定送配電事業者及び配電事業者に対し

て卸供給を行うアグリゲーターのみに対して事業ライセンスの取得を求め」※規制の範囲に

つき、小売電気事業者に対して卸供給を行うアグリゲーターを削除 

 

【理由】 

電力アグリゲーションビジネスについていえば、より簡易な形態としてユーザが保有する機

器（発電機、空調機等）に対し単に発停や出力調整のみを行い、ユーザや小売電気事業者

に対しその対価をやり取りする形態も考えられ、電力計による計量を介さない場合も想定さ

れる。アグリゲーターを電気事業法の型にはめ、ビジネス形態を制約することは、アグリゲ

ーションビジネスの発展を妨げるおそれがあり、更にはアグリゲーターを通じた持続可能な

電力システム構築やわが国の新たな産業発展の芽を摘み取ってしまわないかと懸念する。

競争環境にある事業者同士のビジネス、すなわち小売電気事業者に対してのみ卸供給を

行うアグリゲーターについては規制の適用外とし、アグリゲーションビジネスの発展、ひいて

はSociety5.0の実現を促すことが肝要と考える。また、「自家発等の分散リソースを広く供給

力として国が把握する」（P17 14行目）との記載があるが、あらゆる分散リソースに関わる課

題であり、アグリゲーションビジネスに参加する分散リソースがそれほど多くはない中、アグ

リゲーターに係るリソースのみ把握しようとしても目的は達成されないと考える。更に、「家

庭用のエネルギーリソースを活用したアグリゲーターの新規参入に当たっては、サイバーセ

キュリティの確保が必要と考えられるところ」（P17 21 行目）についていえば、アグリゲーショ

ンビジネスに限らず、設備の遠隔制御と監視を行うビジネス全体に関係する課題であり、わ

が国の IT産業の健全な発展を図るとの目標を展開し、実現を図るのが望ましいと考える。 

【回答】 

アグリゲーターは、発電事業者と同様に災害等非常時における供給力

として期待され、自家発等の分散リソースを広く供給力として国が把握

すべきとされたもの。 

そのため同様の役割を持つ発電事業者に倣って、アグリーゲーターの

規制の範囲については、「小売電気事業者、一般送配電事業者、特定

送配電事業者及び配電事業者に対して卸供給を行う」者としている。 

⇒変更なし 



提出した意見 意見に対する回答とそれに対する受け止めと今後の対応 

【意見】 

P.164行目の文章を以下の通り変更されたい。 

「配電事業の参入時の審査においては、国が事業者の適格性を確認することに加え、社会

コスト(配電事業参入地域の発展による社会的利益増に対し、一般送配電事業者、配電事

業者のみならず、需要家等を含めた電力システム全体としてのコスト)の増大を防ぐ観点か

ら、収益性が高い配電エリアが切り出されることで他のエリアの収支が過度に悪化すること

（いわゆる「クリームスキミング」）が生じないことを確認することも重要であり、そのための詳

細な基準について今後更なる検討を進めていくべきである。」 

※「配電事業参入地域の発展による社会的利益増に対し、」、「過度に」を追加。 

 

【理由】 

配電事業ライセンス導入はマイクログリッド普及拡大の画期的な制度であり、大いに賛同す

る。しかし、公平性を保つため「クリームスキミング」回避を過剰に意識しすぎると新たなビジ

ネスの普及を阻害する可能性があると考える。従って、収益性の高い配電エリアであって

も、コスト効率化やレジリエンス向上の観点から意義が大きければ選定すべきと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【回答】 

公平性、公正性の確保の観点から、クリームスキミングが生じないことを

適切に確認しながら新規参入を促していくことが重要と考えるため、原

案のとおりとさせていただきます。 

→変更なし 

 

【受け止めと今後の対応】 

配電事業ライセンス導入の対象地域の選定等については、今後の選定

基準や手順を注視し、働きかけを継続する。 



提出した意見 意見に対する回答とそれに対する受け止めと今後の対応 

【意見】 

（P17 下１行目）「現行の電気計量制度では、全ての取引に係る電力量の計量について、計

量法（平成４年法律第 51 号）に基づく型式承認又は検定を受けた計量器を使用することが

求められており、以下の課題を踏まえた電気計量制度の合理化の必要性が高まってい

る。」の下に、以下を追加すべき。 

「計量法では、複数の電力量計の差分の値を、電力量の証明・取引に使うこと（差分計量）

は原則認められていないが、需要家ニーズもある中、差分計量が認められないことで、追加

的に計量機器を設置することで、かえって需要家にとって不利益となる場合がある。」 

 

【理由】 

新たな取引ニーズに基づく電力計量制度の合理化については、単に計量器の問題だけで

なく、差分計量の禁止など、制度に起因する問題も含まれている。このことは、第 22 回 総

合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会資料 8「総

合資源エネルギー調査会基本政策分科会持続可能な電力システム構築小委員会における

検討について」（P23）の中で提起されている内容であり、計測器や計測精度に関する規制と

相まって重要な点として、中間まとめにも記載すべきものと考える。 

 

【回答】 

差分計量については、許容誤差を超えない取引の確保が担保されるか

否かについて慎重な検討が必要と考えられることから、原案のとおりとさ

せていただきます。 

なお、差分計量の論点は非常に重要と考えられるため、いただいた御意

見も踏まえ、引き続き検討を行って参ります。 

⇒変更なし。ただ、差分計量については引き続き検討する。 

 

【受け止めと今後の対応】 

差分計量認定については、今後も継続検討のため、委員会の動向を注

視し、引き続き働きかけを継続する。 
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